
-

平成３１年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 15 府 省 庁 名 国土交通省               

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
防災街区整備事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第49号）の規定に基づく防災街区整備

事業の施行に伴い、従前の権利者に対して従前資産に対応して与えられる防災施設建築物（権利床）。 

 

・特例措置の内容 
権利床に該当する家屋の固定資産税額について、従前権利者居住用住宅については2/3、従前権利者非居住

用住宅及び非住宅用家屋については1/3 を、新築後５年間減額する特例の適用期限（平成31年３月31日）を
２年間延長する。 

 

関係条文 

 

・地方税法附則第15条の８第３項 

・地方税法施行令附則第12条第15項（同条第７項から第11項） 

減収 

見込額 

［初年度］―      （▲0.3）  ［平年度］―      （▲10.6） 

［改正増減収額］―                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

特に大火の可能性が高い防災上危険な密集市街地において、防災街区整備事業を強力に促進することによ

り、当該密集市街地の防災に関する機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図り、もって都市の再生を

確保する。 

 

（２）施策の必要性 

密集市街地は、狭小な敷地に老朽木造建築物が密集し、細街路、行き止まり路が多い等公共施設の整備が不

十分であること等から、地震等によりいったん火災が発生した場合には、広範かつ甚大な被害が想定される

市街地であり、その整備改善は喫緊の課題となっている。 

防災街区整備事業は、老朽建築物を除去し、権利変換手続により地権者・住民の権利保護、居住の継続を図

りつつ、防災機能を備えた建物と公共施設を整備する極めて公益性の高い事業である。 

ついては、防災上危険な密集市街地の防災に関する機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図り、も

って都市の再生を強力に推進するため、税制特例措置を講じることにより、防災街区整備事業を強力に促進

することが重要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

○「経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）」において、「木造密

集市街地の改善」を進めることとされているほか、「住生活基本計画（平成28年３月18日閣

議決定）」及び「国土強靱化基本計画（平成 26 年６月３日閣議決定）」において、「地震時等

に著しく危険な密集市街地」を解消することが位置づけられているところ。 

政策目標 ４ 水害等災害による被害の軽減 

施策目標 11 住宅・市街地の防災性を向上する 

業績指標 42 地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 

政策の 

達成目標 

○地震時等に著しく危険な密集市街地（※）の面積（平成27年（速報）約4,450ヘクタール）
について、平成32年度までに概ね解消することを目指す。【国土強靱化基本計画（平成26年
６月３日閣議決定）、住生活基本計画（平成28年３月18日閣議決定）】 

※ 密集市街地のうち、延焼危険性又は避難困難性が高く、地震時等における最低限の安全性が確

保されていない、著しく危険な密集市街地 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（平成31年４月１日～平成33年３月31日） 

同上の期間中

の達成目標 

平成32年度までに概ね解消 

政策目標の 

達成状況 

実績値 3,422ヘクタール（平成29年度末） 

 

住宅等の不燃化や公共施設整備に加え、避難経路の確保や地域の防災活動の支援等のソフト面

に及ぶ事業が実施されており、概ね順調に進捗することが見込まれる。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

平成31年度 １地区８件 

平成32年度 １地区79件 

 

※初年度の件数のみを計上。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

事業の主な阻害要因として、建替後の固定資産税の増額に対する負担感があるところ、本特

例措置により当該負担感の緩和を図ることで、従前権利者の事業実施についての合意形成や事

業後における生活再建が円滑となる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

・土地・建物等の明け渡しに伴う補償金を取得した場合の代替資産取得の特例または5000万円

特別控除（租特法第33条、第33条の４） 

・権利床の取得に係る譲渡所得の特例（租特法第33条の３第４項、第65条第１項） 

・権利床の取得に係る不動産取得税の特例（地税法第73条の14第８項） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

国庫補助（住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）等） 

社会資本整備総合交付金等 [平成31年度予算概算要求額] 2,409,463百万円の内数 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

上記の予算上の措置は、施行者に対して防災施設建築物の整備等に要する費用の一部を支援

するものである。一方、本特例は、従前権利者の権利床に係る事業後に生じる負担の激増を緩

和する唯一の支援措置であり、明確な役割分担ができている。 

要望の措置の 

妥当性 

防災街区整備事業の施行区域においては、高齢の地権者が多いところ、そのような地権者は、

建替後において大幅に（事例によっては10倍以上）上昇する税の負担に不安を感じているとと

もに、その負担は相当なものとなることから、固定資産税については通常より踏み込んだ税の

軽減措置が必要である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

平成23年度         30件 

平成24年度        24件 

平成25年度         1件 

平成26年度      6件 

平成27年度      0件 

平成28年度      0件 

平成29年度     56件 

平成30年度     10件 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

平成23年度：税額 1,057(千円) 

平成24年度：税額 2,634(千円) 

平成25年度：税額 3,404(千円) 

平成26年度：税額 7,536(千円) 

平成27年度：税額 7,931(千円) 

平成28年度：税額  519(千円) 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本措置により、事業の阻害要因である建替後の固定資産税の増額について、税負担が緩和され

ることにより、関係権利者間の合意形成や事業の推進につながることから、密集市街地の解消

に寄与することが見込まれる。 

前回要望時の 

達成目標 

地震時等に著しく危険な密集市街地4,450ヘクタールについて、平成32年度までに概ね解消す

ることを目標としており、平成30年度までに概ね半減させることを目指す。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

・平成29年度末の地震時等に著しく危険な密集市街地の面積は3,422ヘクタールであり、前回

要望時からの解消率は２割強にとどまっている。他方、当初目標を設定した時点（平成 22

年）の数値である6,000ヘクタールからは、４割強が解消されている。 

 

・これまでは、当該税制や予算上の措置によって、関係権利者間の合意形成を促進することで、

事業を推進してきたところ。 

・しかしながら、最近の調査で、防災街区整備事業等で密集市街地における建築物の建替えを

行う場合に、建築基準法上の「建蔽率規制」が支障となっていることが判明した。 

・なお、この課題への対応としては、第196 回国会で成立した「建築基準法の一部を改正する

法律」（平成30年法律第67号）において、延焼防止性能を有する建築物等に対する建蔽率規

制の緩和等の措置を盛り込んだところ。 

これまでの要望経緯 

平成16年度創設 

平成18年度延長 

平成20年度延長 

平成22年度延長 

平成23年度延長 

平成25年度延長 

平成27年度延長 

平成29年度延長 
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